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【参考資料２】



 

Ⅰ 指定管理者制度の導入 

 

  地方公共団体において、 住民の福祉を 増進する 目的を も っ てその利用に供

する ために設置する 施設を「 公の施設」 と いい（ 地方自治法第２ ４ ４ 条）、 そ

の管理運営を 地方公共団体自ら が行う のではなく 、 広く 民間のノ ウ ハウ を 活

用する ための制度と し て、平成１ ５ 年の地方自治法改正によ り 、指定管理者制

度が導入さ れた（ 同法第２ ４ ４ 条の２ ）。  

  指定管理者制度は、 公の施設の設置目的を 効果的に達成する ため必要があ

る と き に活用でき る 制度であり 、都においても 、各局等において制度の導入が

進めら れている 。未導入の公の施設に対し ても 、 必要に応じ て、 導入を検討す

る も のと する 。  

 

Ⅱ 指針の構成 

 

  都においては、平成１ ８ 年４ 月から 制度を 本格導入し ている が、その当初よ

り 、 制度運用のための指針を作成し 、 統一的な対応に努めてき た。  

令和２ 年４ 月時点においては、 指定管理者を 選定する 際の基本的な考え方

を 示す「 東京都指定管理者選定等に関する 指針」 と 、 制度を導入し た公の施設

の管理運営状況について、 所管局が第三者の視点を 含めた評価を 実施する た

めに必要な事項を定める「 東京都指定管理者管理運営状況評価に関する 指針」

を 整備し ている 。  

本指針は、上記の両指針を 継承し 、指定管理者の選定から 管理運営の実施、

さ ら にはその評価ま でを一貫し た体系と し て、 改めて整備し たも のである 。  

 

Ⅲ 根本基準 

 

１  公の施設の設置条例について 

  地方自治法の規定は、 いわゆる 公の施設の設置条例において指定管理者制

度の導入を 規定する 際には、指定管理者の指定の手続、指定管理者が行う 管理

の基準及び業務の範囲その他必要な事項を 定める こ と を 求めている 。  

  し たがっ て、指定管理者への指定申請の方法や選定基準、当該公の施設を 利

用する に当たっ ての基本的条件、 施設の目的や態様等に応じ て指定管理者が

行う 業務の具体的範囲を、 それぞれ条例で定める こ と が必要である 。  

  その上で、細目的事項については、地方公共団体と 指定管理者と の間で協定

を 締結する こ と が適当と さ れている （ 平成１ ５ 年７ 月１ ７ 日付総行行第８ ７
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号総務省通知）。  

 

２  管理の基準 

  設置条例で定める 指定管理者が行う 管理の基準については、 住民が当該公

の施設を 利用する に当たっ ての基本的な条件（ 休館日、開館時間、使用制限の

要件等） のほか、管理を 通じ て取得し た個人に関する 情報の取扱いなど の当該

公の施設の適正な管理の観点から 必要不可欠である 業務運営の基本的事項の

こ と と さ れている 。  

 

３  指定管理者が行う 業務の範囲 

（ １ ） 指定管理者が行う 管理業務 

   指定管理者制度の目的は、 住民サービ ス の向上と 行政の効率化である 。  

    その達成のため、 指定管理者の選定においては、 事業者に事業計画書を 提

出さ せ、広く 民間のノ ウ ハウ を活用し 競い合いの中で最も 適切な事業者を 指

定管理者候補者と し て選定する こ と を基本と する 。  

    選定に先立って、指定管理者が行政に代わって行う 公の施設の管理業務の

範囲と 権限、 責任区分など の具体的な内容を 、 募集要項等に明確に定めてお

く 必要がある 。  

   指定管理者が行う 業務の具体的範囲は、条例によ り 、各施設の目的や態様

等に応じ て設定する こ と と さ れており 、 施設の維持管理や利用提供のほか、

設置目的に沿っ て施設を 活用する 事業、 その他利用者の利便性向上等のた

め知事が必要と 認めた業務など が含ま れる 。  

   ま た、その中に、施設の使用許可や使用料の徴収など を含める こ と ができ

る 。  

 

（ ２ ） 管理業務の財源 

   指定管理業務の実施に必要な費用は、 指定管理料（ 委託料） で措置する こ

と と なる 。そのため、都の補助対象事業等と は区分し て経理し なければなら

ない。  

   一方、後述の利用料金制を導入する 施設においては、指定管理者の収入と

なる 利用料金を管理業務の財源に充てる こ と と する 。  

ま た、施設の活用に伴う 収入や、管理業務以外の業務実施に伴う 収入を 含

め、指定管理者のその他の収入についても 、都と 指定管理者と の協議によ り 、

その一部を管理業務の財源に充てる こ と ができ る 。  

 

（ ３ ） 管理業務以外の業務 
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   指定管理者は、 管理業務以外にも 、都の補助事業に関する 業務や、指定管

理者が自主的に実施する 事業に関する 業務を 行う こ と ができ る 。 こ れら の

業務は、施設の使用許可等、所要の手続を別途経てから 実施する 必要がある 。 

   ま た、建物が合築である こ と 等によ り 、共用部分の管理など 他の施設や設

備等に関する 業務が発生する 場合には、管理業務と 明確に区分し 、必要に応

じ て別途業務委託契約等を締結する 。  

 

（ ４ ） 都が行う べき 業務と の区分 

   施設の目的及び性格並びに関係法令に照ら し 、 指定管理者の行う 施設の

管理業務の中に、 都が実施すべき 事項が含ま れないよ う にする 。  

   都が実施すべき 事項と は、 基本的利用条件（ 使用許可・ 取消し ・ 制限の基

準、 休館日、 開館時間、 使用料の額等） の設定や公物警察権に基づく 管理行

為のほか、使用料の強制徴収、不服申立てに対する 決定、行政財産の目的外

使用許可等、 法令上地方公共団体ある いは長に専属的に付与さ れた行政処

分を行う こ と である 。  

 

（ ５ ） 手続に係る 基本的考え方 

都及び指定管理者は、「 Ｄ Ｘ 推進に向けた５ つのレ ス 徹底方針」（ 令和２ 年

１ ０ 月９ 日付２ 政計計第３ ６ １ 号） を踏ま え、 都と 指定管理者、ある いは指

定管理者と 施設利用者と の間で行われる 手続において、ペーパーレ ス 、Ｆ Ａ

Ｘ レ ス 、はんこ レ ス 、キャ ッ シュ レ ス 、タ ッ チレ ス の５ つのレ ス を 推進する 。 

 

４  指定対象施設の単位 

指定管理者の指定の対象と なる 施設の単位については、 個々の施設ごと に

対象と する 場合と 、 複数の施設を 一定の規模にグループ化し た上で対象と す

る 場合と がある 。  

指定対象施設のグループ化によ り 、 一体的な管理の下でサービ ス の向上や

運営の効率化など が期待さ れる 。一方、グループの規模が過大になる と 、その

事業規模から 参入事業者が限定さ れ、 多数の参加者によ る 競争と いう 制度導

入の趣旨が損なわれる こ と になり かねない。そのため、グループ化に当たっ て

は、 その規模の適切な設定に留意する 。  

 

５  指定期間 

指定管理者の指定期間は、施設の目的及び性格を 考え合わせ、都民サービ ス

の安定的な提供及び向上が図ら れる と と も に行政の効率化も 十分に見込ま れ

る 期間と する ため、５ 年を 原則と し つつ、施設の状況に応じ て最適な期間を 設
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定する 。  

ただし 、 次の各号のいずれかに該当する 施設の指定期間は１ ０ 年を 原則と

する 。  

 ① 東京都政策連携団体が管理する 特に主要な政策等と の密接な関連性を 有

する 施設 

 ② 利用者と の関係で長期的に安定し たサービス の提供が求めら れる 施設 

 

６  指定管理料 

（ １ ） 指定管理料の積算 

   指定管理業務の対価と なる 指定管理料は、 サービ ス の向上と 行政の効率

化を図る 観点から 、施設の管理業務の内容を 精査の上、必要な経費を計上す

る 。  

管理業務以外の業務の実施に要する 経費については、「 ３（ ２ ）及び（ ３ ）」  

を 踏ま え、 指定管理料に誤っ て計上する こ と のないよ う 留意し なければな 

ら ない。  

利用料金制を導入する 施設やその他事業収入等から 経費への繰入れを 予 

定し ている 施設については、 管理運営に必要と 見込む経費から 利用料金や 

繰入金の見込額を 控除し て積算する 。  

 

（ ２ ） 支払方法 

   指定管理料は、 指定管理者の管理運営状況を 履行確認書で確認する など

し て、 毎月又は四半期ごと に支払う こ と を 原則と する 。  

   指定管理者にイ ン センティ ブを 働かせる ため、 指定管理料は原則と し て

指定管理者に帰属さ せる も のである 。ただし 、指定管理者の性格や管理業務

の特性に応じ て概算払を 行い、 指定管理料等と 経費実績額と の差額の精算

を 行う こ と ができ る 。  

 

７  利用料金制の導入 

公の施設の使用料は、 当該施設を 使用する こ と の対価と し ての性質を 有す

る ため、原則と し て地方公共団体に帰属する 金銭であり（ 地方自治法第２ ２ ５

条）、 利用料金制を採用し なければ、 こ れに相当する 金銭を指定管理者に帰属

さ せる こ と はでき ない（ 同法第２ ４ ４ 条の２ 第８ 項）。  

  利用料金制は、 公の施設の管理運営に当たっ て指定管理者の自主的な経営

努力を発揮し やすく し 、ま た、地方公共団体及び指定管理者の会計事務の効率

化を 図る ために創設さ れたも のである こ と から 、 積極的な導入を 図る こ と と

する 。  
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利用料金制を 採用する 場合は、 管理経費を 上回る 利用料金収入は原則と し

て指定管理者に帰属さ せる が、 制度導入の効果と し てその一定割合を 都へ納

付さ せる など 、こ れによ ら ない場合は、その取扱いを 募集要項等に明記する 。  

 

８  指定管理者の責務 

  都に代わっ て公の施設の管理運営を 行う 指定管理者は、 利用者に対する サ

ービ ス の向上に努める ほか、「 Ⅴ ４ 及び５ 」 に定める と おり 、災害対策など の

都の施策に積極的に協力し 、都民・ 利用者の安全確保に努めなければなら ない。 

ま た、次に掲げる と おり 、法令や条例等に基づいて適切に管理運営を行う と

と も に、 事業者と し ての社会的責任を 果たすこ と が求めら れる 。  

 

（ １ ） 指定管理者が従う べき 法令、 条例及びガイ ド ラ イ ン等 

   指定管理者は、 個人情報の保護に関する 法律、東京都情報公開条例、東京

都公文書等の管理に関する 条例、東京デジタ ルフ ァ ース ト 条例、東京都行政

手続条例及び東京都サイ バーセキュ リ ティ 対策基準等の各関係規定に基づ

き 、 必要な措置を 講じ 、 適切な対応をと ら なければなら ない。  

 

（ ２ ） 適正な契約 

   指定管理者は、 管理業務を一括し て第三者に委託する こ と はでき ないが、

清掃、 警備と いっ た個々の具体的業務を 第三者に委託する こ と は可能であ

る 。  

   委託のほか、物品調達など の契約事務に際し ては、東京都暴力団排除条例

に基づく 暴力団排除措置を講じ なければなら ない。  

 

（ ３ ） 労働環境の確保 

   指定管理者は、 労働基準法、労働安全衛生法、労働契約法等の労働関係法

令を 遵守する と と も に、 公共サービ ス 基本法に基づき 都が実施する 労働環

境確保のための施策等を 踏ま え、 適切な配慮を 行わなければなら ない。  

 

（ ４ ） 指定管理者の社会的責任 

   指定管理者は、法令や条例等に基づき 、障害者に対する 社会的障壁の除去

の実施についての必要かつ合理的な配慮や、 公の施設における 不当な差別

的言動の防止に取り 組むと と も に、障害者の雇用や、事業活動に係る 環境負

荷の低減に努める など 、社会情勢の変化を 踏ま え、事業主体と し ての社会的

責任を 積極的に果たさ なければなら ない。  
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９  指定管理者候補者の選定 

  指定管理者を 指定する に当たっ ては、 その前提と し て指定管理者候補者を

選定する こ と が必要である 。  

  指定管理者の指定は行政処分であり 、 その手続は法と 条例に基づいて進め

ら れる が、その準備行為と いう べき 候補者の選定についても 、公平で透明性の

ある 手続の下で進めら れる 必要があり 、「 Ⅳ」 においてその詳細を定める も の

と する 。  

 

１ ０  指定管理者の変更等 

  指定管理者は、選定の手続によ り 候補者と なった後、都議会の議決を経て指

定を 受ける も のであり 、指定期間中の変更は原則と し て認めら れない。ただし 、

名称や主たる 事務所の所在地、代表者の氏名等に変更が生じ る 場合は、必要な

届出を提出する こ と によ り 、引き 続き 、指定管理者と し ての管理業務を継続す

る こ と ができ る も のと する 。  

 

１ １  指定の取消し 又は業務の停止 

地方自治法は、 指定管理者によ る 管理の継続が適当でないと 認める と き に

指定を 取り 消し 、 又は期間を 定めて管理業務の全部又は一部停止を 命ずる こ

と ができ る 旨を 定めており （ 地方自治法第２ ４ ４ 条の２ 第１ １ 項）、 指定管理

者の業務履行状況の確認を 通じ て、 条例に定める 取消し 等の事由に相当する

事実が認めら れた場合や、 指定管理者選定に際し ての欠格条項に該当し た場

合には、 指定期間内であっ ても 、各施設の設置条例の規定に基づき 、 都は指定

管理者の指定を 取り 消し 、 又は期間を 定めて管理業務の全部又は一部の停止

を 命ずる こ と ができ る 。  

  ま た、次の各号のいずれかに該当する 場合には、指定の取消し を行う も のと

する 。  

  ① 東京都指定管理者に係る 暴力団等対策措置要綱（ ２ ４ 総行革行第４ ６

９ 号） に基づく 排除措置を 適用する と き  

  ② 指定管理者の同一性が損なわれ、 指定管理者の指定の前提が失われた

と 判断さ れたと き  

  ③ ５ 年を 超える 指定期間を 設定し た場合において、 選定の基礎と なっ た

社会経済状況に変動が生じ たと 判断さ れたと き  

  ④ 管理運営状況が極めて不良であったと き（ 同一の指定期間内において、

５ 年間で３ 回のＣ（ 平成３ ０ 年度以前の管理運営状況評価における Ｂ ） 評

価を 獲得し たと き ）  
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なお、上記②及び③の判断に当たっ ては、後述の選定委員会の審査を経る も  

のと する 。  

 

Ⅳ 選定事務 

 

１  選定ス ケジュ ール 

翌年度から の指定管理者の選定に当たっ ては、 指定管理者の変更によ る 引

継ぎや予算・ 人員要求手続を 考慮し 、選定作業を当該年度の上半期に実施し 、

指定管理者指定議案の都議会への提出を 第四回定例会で行う こ と を 標準と し

つつ、 各施設の状況に応じ てス ケジュ ールを 定める も のと する 。  

 

２  選定委員会の設置 

 指定管理者の選定は、具体的な選定基準を 設定し た上で、選定委員会の審査

を 経て行う 。  

 選定委員会は、 各施設の専門性と 業務内容を 踏ま える 必要がある こ と に加

え、 事務の効率化を 図る ため、 所管局単位で設置する 。 なお、 所管する 施設の

内容等ごと に、 所管局内で複数の委員会を 設置する こ と も 可能と する 。  

 

（ １ ） 選定委員会の委員構成 

 選定委員会には、 公正な選定を 行う と と も に専門的な審査を 行える よ う

にする ため、 外部委員を 過半数含むこ と と する 。  

 外部委員には公認会計士、 税理士等の財務の専門家を 含める こ と が望ま

し い。  

ま た、選定委員には、常勤・ 非常勤にかかわら ず指定管理者に応募する 団

体の代表や業務執行権限のある 役員等が就かないよ う にする 。 こ の役員等

には、 団体の意思決定に参画する 理事や重要な経営方針等について知り 得

る 立場にある 監事等、 株式会社の場合は取締役及び監査役等が該当する 。  

 

（ ２ ） 審査事項 

   選定委員会は、選定に当たっ て事業計画等を審査する ほか、選定方法等の

審査を 行う 。  

   ま た、指定管理者の指定を取り 消す場合において必要のある と き は、都の

求めに応じ て取消し の判断についての事前の審査を 行う 。  

 

３  選定手続 

（ １ ） 公募選定 
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 指定管理者の選定は、 広く 民間のノ ウ ハウ を 活用し 競い合いの中で最も

適切な事業者を 指定管理者候補者と し て選定する こ と を 基本と し ており 、

公募によ る こ と が原則である 。  

公募においては、募集要項を 作成し 、ホームページ等によ り 広く 都民や事

業者に周知を 行う と と も に、 現地説明会を 行う など 事業者が施設の状況を

十分に把握でき る よ う 努める 。  

 

  ア 公募条件 

（ ア） 条件の設定 

     条例で規定する 管理の基準及び業務の範囲に基づき 、 広く 民間のノ

ウ ハウ を 活用する ため、 多く の事業者が参加でき る よ う な条件設定を

行う 。  

     都は、公の施設の管理運営に求めら れる サービ ス の内容について、事

業者がそのノ ウ ハウ を 活かし た提案を 事業計画書に具体的かつ明確に

反映でき る よ う に、ま た事業者の積極的な提案を 引き 出せる よ う に、業

務の内容を具体的に明示し 、 周知する 。  

  なお、 施設の目的や性格から 特殊又は専門的な管理が求めら れる 場

合には、こ れに応じ た条件を付すこ と によ り 、適正な管理によ る 都民サ

ービ ス の水準の確保及び向上を 実現でき る よ う 努める 。  

  ま た、条件の設定に際し ては、事業の遂行に不可欠な事項やサービ ス

の向上につながる 事項など を十分に精査する 。  

 

  （ イ ） 欠格条項 

 指定管理者選定における 欠格条項は、 次のと おり と する 。  

① 地方自治法施行令第１ ６ ７ 条の４ 第１ 項の規定によ り 東京都の一

般競争入札に参加さ せる こ と ができ ないと さ れている 者及び同条第

２ 項の規定によ り 東京都から 一般競争入札に参加さ せないこ と と さ

れた者 

② 東京都から 指名競争入札における 指名停止措置を 受けている 者 

③ 都税、 法人税、 消費税等を 滞納し ている 者 

④ 会社更生法、 民事再生法等によ り 更生又は再生手続を 開始し てい

る 者 

⑤ 公の施設の管理が地方自治法第９ ２ 条の２ 、第１ ４ ２ 条（ 第１ ６ ６

条第２ 項で準用さ れる 場合を 含む。） 及び第１ ８ ０ 条の５ 第６ 項の規

定における「 請負」 に含ま れる と し た場合に、その規定に抵触する こ

と と なる 者 
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⑥ 東京都指定管理者に係る 暴力団等対策措置要綱の別表に掲げる 排

除措置対象者の１ 号から ６ 号ま でのいずれかに該当する 者 

⑦ 各施設設置条例の規定によ り 東京都から 指定を 取り 消さ れ、 その

取消し の日から ２ 年を 経過し ない者。ただし 、「 Ⅲ １ １  ③」所定の、

社会経済状況に変動が生じ たと 判断さ れたこ と を 理由と する 取消し

がなさ れた場合は、 本号に該当し ないも のと する 。  

 

  （ ウ ） コ ンソ ーシアムの取扱い 

     指定管理者の公募選定に応募する に当たり 、コ ンソ ーシアム（ 共同事

業体） を 組成する こ と ができ る も のと し 、 こ れを採用する 際は、その旨

を 募集要項に明示する も のと する 。  

コ ンソ ーシアムを 構成する も のが（ イ ） の欠格条項に該当する 場合は、

当該コ ンソ ーシアムが欠格条項に該当する も のと みなす。ただし 、欠格

条項のう ち⑦について、 指定取消し の対象がコ ンソ ーシアム であっ た

場合、 当該指定取消し の事由が当該コ ンソ ーシアム の一の構成団体に

帰すこ と が明ら かな場合は、 当該コ ン ソ ーシアムを 構成する その他の

も のは、 欠格条項に該当し ないも のと する 。  

 

  （ エ） その他 

     ５ 年を 超える 指定期間を 設定し た場合には指定期間の中間年を 目安

に事業計画の見直し を行う こ と 、ま た、５ 年を 超える 指定期間を設定し

た場合において選定の基礎と なっ た社会経済状況に変動が生じ たと 判

断さ れたと き 及び管理運営状況が極めて不良であっ たと き に指定取消

し を 実施する こ と を 条件に設定し た上で選定を 行う 。  

 

  イ  募集期間 

 募集期間（ 募集要項の配布から 応募書類の提出締切り ま での期間） は、

応募者の事業計画作成に十分な時間を 確保でき る よ う 、 原則と し て６ ０

日程度を確保する 。ただし 、施設規模や事業内容等の実態に即し て適宜設

定する こ と を妨げない。  

 

ウ  選定基準 

（ ア） 基準の明示 

具体的な選定基準は、 制度の本旨である サービ ス と 効率性の向上の

視点を踏ま え、 各施設において求めら れる 基準を 設定する 。  

設定に当たっ ては、 事業者の提出し た事業計画の内容を 適切に判断
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し 、かつ、適正な選定結果を 導き 出すこ と ができ る よ う 、 具体的かつ詳

細に定める 。  

  ま た、基準には、法令や条例等に基づいて適切に管理運営を 行う 体制

が整っ ている かど う か、 事業者と し ての社会的責任を 果たし ていく 意

思がある かど う かと いう 視点を 含める も のと する 。  

  募集要項では、 具体的な選定基準と し て採点項目及び配点その他を

応募者に示すこ と によ り 、都の選定の公平性、透明性を 示すも のと する 。 

 

  （ イ ） 事業者提案の採用 

     事業計画においては、 管理業務を 遂行する 上での事業者独自の創意

工夫や利用者サービ ス 向上のための取組、 管理業務以外で施設を 活用

し て施設の価値を 向上さ せる ために自ら 実施する 事業など 、 事業者の

積極的な提案を 求める こ と と し 、 こ れら を 採点項目と する こ と を 募集

要項に記載する も のと する 。  

 

  （ ウ ） 管理運営状況評価結果の反映 

指定管理者の選定公募に当該施設の現行の指定管理者が応募し 、 か

つ、当該指定管理者が当該施設の管理運営状況評価において、あら かじ

め定めら れた基準に合致する 実績（ 評価結果） を 有する 場合、「（ エ） 採

点」 に沿っ て算定さ れた合計得点に、管理運営状況評価の実績に応じ た

加算又は減算のいずれかを 行う 。  

加算又は減算を 行う 場合は、 管理運営状況評価の実績に応じ て定め

ら れた加減算率を 合計得点に乗じ て加算点又は減算点を 算出し 、 加算

又は減算後の数値を 、 指定管理者候補者を 決定する 際に用いる 総得点

と する 。  

本制度を 適用する こ と については、 募集要項への記載によ り あら か

じ め周知する 。  

なお、施設の特性等によ り 、本制度を 導入し ないこ と も 可能と する 。  

 

  （ エ） 採点 

選定では、 各応募者の事業計画の内容等に基づく 採点の結果によ り 、

指定管理者候補者を 決定する 。  

各採点項目の配点については、 施設の管理運営の水準、 企画能力、

提案額等を適切に評価し 、 指定管理者制度の目的である 都民サービ ス

の向上と 行政の効率化の両面を 確実に達成でき る よ う 、 施設の特性に

応じ て設定する 。  
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採点は、 主と し て以下の二つの観点から 行う 。  

・ 提案内容 

応募者から 提出さ れた事業計画や必要に応じ て実施する ヒ アリ ング

の内容を 基に、 所管局が定めた選定基準に基づき 内容を 評価し 採点を

行う 。 採点は、 採点項目ごと に配点を 設定し 、 合計得点を提案内容の

得点と する 。  

・ 提案額 

事業者から 指定管理料の水準の提案を受ける 施設についてはその水

準に基づき 、 納付金等の提案を 受ける 施設についてはその水準や内容

に基づき 、 評価し 採点を 行う 。  

指定管理者候補者の決定は、 提案内容及び提案額の合計得点に基づ

き 判定する 。  

 

  （ オ） 東京都政策連携団体等の特例 

     東京都政策連携団体又は東京都事業協力団体のう ち、 公益的法人が

応募する と き は、 公益的法人等への東京都職員の派遣等に関する 条例

の規定に基づき 、 東京都から 派遣さ れた職員の給与負担がなさ れてい

る 場合を 勘案し て適切に採点を 行う こ と と し 、 募集要項にその旨を 明

記する も のと する 。  

 

（ ２ ） 特命選定 

指定管理者の選定は公募によ る こ と が原則だが、施設の状況に鑑み、競い

合いによ る 効果が十分発揮さ れないと 考えら れる 場合等には、 特命によ り

指定管理者候補者を 選定する こ と も 可能である 。  

指定管理者の特命選定が可能と なる のは、 次の要件のいずれかに該当す

る 施設である 。  

① 山間や島し ょ など に設置さ れ、 地理的に事業者の参入機会が限定さ れ

る 施設 

② 都の政策等と の密接な関連性及び施設の管理運営における 団体の適格

性の観点から 、 東京都政策連携団体によ る 管理運営が適切である 施設 

③ 公募実施にも かかわら ず応募事業者が存在し なかった施設  

④ 大規模改修工事を 予定し ている 施設であっ て、 工事が施設の管理運営

に与える 影響等を 考慮し 、 現行の指定管理者によ る 管理運営の継続が妥

当である 施設、 その他特命によ り 指定管理者を 選定する 事由がある 施設 

なお、特命によ る 選定を 行う 場合には、特命選定の必要性を 選定委員会の

審査を 加え十分検証する と と も に、 対象事業者から 提出を 受けた事業計画
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について選定委員会における 審査を 行う こ と によ り 、 サービ ス と 効率性の

向上を 図る も のと する 。  

 

（ ３ ） 選定結果の通知 

選定委員会の審査を 経て選定が終了し た後、 直ちにその結果を 全ての応

募者に通知する 。  

 

（ ４ ） 選定において公表する 事項 

  ア 選定委員会の審査内容 

    選定委員会の審査内容は、議事要旨及び委員氏名と 併せて、下記のと お

り ホームページ等で公表する 。  

   ① 選定委員会によ る 特命選定の必要性の審査結果 

   ② 指定管理者候補者の名称、 選定の経緯及び選定理由 

 

イ  具体的な選定基準 

 選定手続の適正性を 担保する 観点から 、採点項目等、具体的な選定基準

を事前に公表する 。 特に公募によ る 選定の場合には必ず公表する 。  

 

ウ  具体的な選定手順 

募集期間、 選定時期等の具体的な選定手順はホーム ページ等で公表す

る など 、 都民や事業者が容易に確認でき る よ う にする 。  

 

４  議会への議案の提出 

指定管理者の指定に関する 議案は、 次の事項を 記載する も のと する 。  

① 公の施設の名称及び所在地 

② 指定管理者（ 指定管理者候補者） の名称及び主たる 事務所の所在地 

③ 指定の期間 

 

５  指定管理者の指定 

指定管理者の指定議決後、指定の決定を行い、速やかに当該事業者に通知す

る 。  

 

Ⅴ 管理運営 

 

１  協定の締結 

  指定管理者の指定を 受けた事業者と は、 事業開始に当たって協定を 締結し 、
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業務の内容や指定管理料の額等、管理運営に関する 詳細な事項を確定する 。こ

の中には、通常の管理運営が困難と なっ た場合の対応など 、不測の事態の発生

を 視野に入れ、 必要な規定を設ける も のと する 。 ま た、協定内容を決定する 場

合には、「 Ⅲ ８ 」 に定める 指定管理者の責務が確実に履行さ れる よ う 、留意す

る 。  

  協定は、 指定期間を通じ た事項を 定める「 基本協定」 と 、 各年度の管理運営

に関する 事項を 定める 「 年度協定」 の二種と する 。  

 

２  年度ごと の管理運営実施計画の作成 

指定管理者は、選定時に提出し た事業計画を 踏ま え、年度ごと に実施する 具

体的な業務の内容やス ケジュ ール等を 記載し た管理運営実施計画（ 以下「 年度

計画」 と いう 。） を、 当該事業年度開始前に作成する 。  

  年度計画は、 選定時の事業計画における 提案等が的確に反映さ れ、かつ、 所

管局があら かじ め示し た管理運営において求める 水準を 達成する ための具体

的なも のと する 。  

 

３  中間年等の事業計画の見直し  

  ５ 年を 超える 指定期間を 設定し た場合、指定期間の中間年を 目安に、事業計 

画の見直し を行う 。  

ま た、 指定期間が１ ０ 年を超える 場合においては、 おおむね５ 年ごと に複 

数回、 事業計画の見直し を 行う 。  

なお、５ 年以下の指定期間を設定し た場合においても 、所管局が必要と 認め 

る と き は、指定管理者と 協議し 、事業計画の見直し を 求める こ と ができ る も の 

と する 。  

事業計画の見直し は選定委員会の審査を 経て、 所管局において認定する 。  

 

４  都の事業・ 施策への協力 

  指定管理者は、 都が政策目標の達成のために施設を 活用し て行う 事業等の

実施に協力する も のと する 。こ の場合において、指定管理者側に利用料金の減

収等の影響が生ずる と き は、事前又は事後の協議によ り 、適切な費用負担と な

る よ う 取り 扱う 。  

  災害の発生時においては、 災害救助法等の規定に基づき 必要な協力を 行う

こ と と する が、 東京都震災対策条例に基づく 避難場所に指定さ れている 施設

や、 東京都帰宅困難者対策条例に基づく 一時滞在施設に指定さ れている 施設

等については、その旨及び必要な協力が求めら れる こ と 等を、募集要項及び協

定に明記する も のと する 。  
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５  利用者の安全確保等 

  指定管理者は、都に代わっ て公の施設の管理運営を行う に際し 、利用者の安

全確保を 図る 必要がある 。こ のため、大規模自然災害の発生時や危険性の高い

感染症等の流行時等において、業務の継続が求めら れる 施設がある 一方、施設

の安全な利用を 保証でき ず、通常の施設運営が困難と なっ たと き は、都の要請

に応じ 、 又は都と の協議によ り 、施設の全部又は一部につき 利用を休止し 、 又

は制限する こ と がある 。  

  こ のよ う な場合において発生する 損失の費用負担については、 施設の適切

な維持管理等を 継続する 観点から 、 施設ご と の状況に応じ て適切に対応する

こ と を協定に明記する も のと する 。  

  ま た、 施設利用中に利用者が被っ た損害等に対し て指定管理者に責任があ

る 場合において、 指定管理者が不測の事態に対する 備えを 強化し 当該責任を

十分に果たすため、 施設賠償責任保険に加入する など 適切に対応する こ と と

し 、 協定にその旨を 明記する も のと する 。  

 

６  業務の管理 

（ １ ） 管理業務又は経理の状況に関する 報告及び調査等 

  指定管理者に対し ては、 地方自治法第２ ４ ４ 条の２ 第１ ０ 項の規定に基

づき 、施設管理の業務又は経理の状況について報告を 求め、実地について調

査し 、 又は必要な指示を する こ と ができ る 。  

所管局は、日頃から 指定管理者の業務について確認を 行い、適切な指導に

努める 。  

指定管理者の報告は、 履行確認書を 毎月又は四半期ご と に都に提出する

こ と によ り 行う 。 所管局は、 履行確認書を 確認・ 分析し 、 履行状況が協定及

び年度計画ど おり と なっ ている こ と を検証する 。改善が必要な場合は、改善

のための指導・ 監督を行う 。  

   指定管理者は、 利用者アン ケート 等によ り 利用者の満足度や意見等を 把

握し 、 こ れを確認・ 分析する 。 一方、 所管局は、 指定管理者の管理運営状況

等に関する 苦情･要望･意見など の収集及び正確な内容把握に努め、 必要に

応じ て調査を 実施し 、対象事実がある と 認めら れた場合は、速やかに是正措

置等を 実施する よ う 指導する 。  

   なお、報告及び調査等の実施に当たっては、指定管理者に過度な負担が生

じ ないよ う 留意する 。  

 

（ ２ ） 事業報告書及び財務諸表の提出等 
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  指定管理者に対し ては、 地方自治法第２ ４ ４ 条の２ 第７ 項の規定に基づ

き 、 年度終了後、 速やかに事業報告書を提出さ せる 。 所管局は、 指定管理者

によ る 管理の実態を 正確に把握し 、 的確な管理運営状況評価に資する ため、

事業報告書を 確認・ 分析する 。指定管理者から 提出さ れた事業報告書はホー

ムページ等で公表する 。  

ま た、指定管理者は、財務状況を 報告する ため、 財務諸表を 年度終了後、

都に提出する 。所管局は、指定管理者の経営が引き 続き 管理業務を 担う こ と

が可能な状況にある かど う か検証する ため、 財務諸表の内容等を 確認する 。 

 さ ら に、所管局は、 施設の管理運営に関する 収支の状況を取り ま と め、 過

年度分と 併せて、 複数年にわたり 比較可能な形で公表する 。  

 

（ ３ ） 事故の報告 

   施設管理に関し て事故が発生し た場合等は、 直ちに報告を 行わせる と と

も に、 適切な指示を 行う も のと する 。  

   事故の報告基準については、 総務局総務部グループ経営戦略課が別に定

める 。  

 

Ⅵ 管理運営状況評価 

 

１  評価の意義 

指定管理者の管理運営状況に関する 評価は、 都と 指定管理者が協定で合意

し た管理業務の実施及び安全管理、関係法令の遵守、個人情報保護と いっ た指

定管理者が守る べき 事項について確認を 行う と と も に、 サービ ス 実施状況や

利用者満足度等を チェ ッ ク し 、 その結果を 管理運営に反映し ていく Ｐ Ｄ Ｃ Ａ

サイ ク ルを 構築する こ と で、 都民サービ ス の一層の向上を 図っ ていく こ と を

目的と し ている 。  

評価の実施に当たっ ては、管理業務やサービ ス の内容について、改善すべき

点、 優れている 点など 、 でき る だけ多面的に評価を行い、 指定管理者が利用者

の立場に立っ て、 業務のチェ ッ ク や改善に継続的に取り 組むこ と を 促し てい

く こ と が重要である 。  

よ って、所管局は、評価を 実施する に当たり 、指定管理者と 積極的に意思疎

通を 行い、施設の設置目的、業務の水準、 指定管理者が果たすべき 役割など を

明確に示すこ と で、 都民サービ ス 向上の共通認識を 作り 上げていく 必要があ

る 。 その上で、指定管理者の管理運営状況について厳正に評価を 行い、あわせ

て、指定管理者の新たな取組や努力し ている 部分、生み出さ れた成果について

正し く 評価し 、 指定管理者のサービ ス 改善に向けた意欲を 高めていく こ と と
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する 。  

 

２  評価対象業務 

  管理運営状況評価の対象と する 業務には、 指定管理者が行う 施設の管理業

務のみなら ず、 指定管理者が事業計画において提案し た施設を 活用し て自主

的に実施する 事業を 含める こ と ができ る 。  

 

３  評価の実施手順 

  管理運営状況評価は、一次評価及び二次評価を経た上で、総合評価によ り 確

定する 。  

評価は原則と し て全施設に対し て実施する 。 複数の施設を グループ化し て

選定し た場合において、各施設単独では指定管理者の創意工夫が働かず、各施

設について評価を 実施する のが困難なと き は、 グループ全体を 単位と し て実

施する こ と ができ る 。  

 

（ １ ） 一次評価 

所管局は、「 Ⅴ ６ 」 に記載のと おり 指定管理者の管理運営状況の確認・ 分

析、実態の把握を 行い、年度終了後、年間を 通じ た管理運営状況について評

価を行う 。  

一次評価は、施設の管理運営において求める 水準を 定めた所管局が、確認

項目に基づき 、具体的にその成果を 評価する も のであり 、一次評価者は所管

部長と する 。  

 

ア 確認項目の設定 

評価に当たっ ては、 施設の設置目的や指定管理者が果たすべき 役割な

ど を 踏ま え、 最も 効果的に管理運営状況を 評価でき る 複数の確認項目を

設定し 、各確認項目について、施設の管理運営において所管局が求める 水

準を 評価水準と し て定める 。各確認項目について、以下の３ 段階で評価を

行う 。  

 

評価内容 得点 

「 水準を 上回る 」  ２ 点 

「 水準ど おり 」  １ 点 

「 水準を 下回る 」  ０ 点 

 

事業年度の開始に先立ち、確認項目及び評価水準の案は、あら かじ め指
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定管理者と 共有する 。  

なお、確認項目の一部について、施設が果たすべき 役割や都が特に重視

する 事項を 明確にし 、その成果を よ り 確実に評価に反映する ために、得点

を２ 倍と する 配点の増加を 認める も のと する 。  

 

  イ  確認項目の考え方 

    確認項目は、 募集要項や事業計画書等に記載さ れた事業内容や過去の

実績値等を 考慮し 、 定量化でき る 項目は数値目標を 設定する こ と を 原則

と し つつ、定性的な項目も 併用し て、幅広い実績の測定が可能と なる よ う

に設定する 。特に、都の政策等と の密接な関連性を有する 施設については、

必要に応じ て、都の政策への貢献度や政策に基づいた事業の実施状況、成

果など を確認項目に加える も のと する 。  

ま た、 事業計画において提案のあっ た管理業務を 遂行する 上での事業

者独自の創意工夫や利用者サービ ス 向上のための取組、 施設を 活用し て

施設の価値を 向上さ せる ために自ら 実施する 事業など については、 必要

に応じ て配点の増加を 認める 対象に加える も のと する 。  

    さ ら に、業務上必要と さ れる 関係法令の遵守について、不適切な管理状

況は漏れなく 指摘でき る よ う に設定する と と も に、 社会的責任を 果たす

ための取組を 含め、 管理のレ ベルの向上に努力し ている 指定管理者が適

切に評価さ れる よ う 留意する 。  

確認項目の設定及びその評価水準は、 年度計画や協定と 齟齬のないよ

う 設定する と と も に、 他自治体や民間の類似施設と の比較等を 踏ま えて

設定する など 、 評価の指標や水準の妥当性について都民に説明責任を 果

たせる よ う 留意する 。  

 

  ウ  一次評価の決定 

各確認項目の評価の得点の合計点に基づき 、 一次評価を 決定する 。  

評価に当たっ ては、なる べく 客観的な事実及び情報に基づき 、達成状況

を分析する 。  

一次評価は、 全確認項目において中位の評価（「 水準ど おり 」） を受けた

場合の合計点を 「 標準点」 と し て、 以下の４ 段階と する 。  

 

評価 確認項目の評価の得点の合計点 

Ｓ  「 標準点の 1. 33 倍（ 小数点以下切上げ）」 点以上 

Ａ  
「 標準点の 1. 2５ 倍（ 小数点以下切上げ）」 点以上 かつ 

「 標準点の 1. 33 倍（ 小数点以下切上げ） －１ 」 点以下 
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Ｂ  
「 標準点の 0. 88 倍（ 小数点以下切捨て） ＋１ 」 点以上 かつ 

「 標準点の 1. 2５ 倍（ 小数点以下切上げ） －１ 」 点以下 

Ｃ  「 標準点の 0. 88 倍（ 小数点以下切捨て）」 点以下 

 

確認項目の評価の得点の合計点にかかわら ず、 指定管理者の責に帰す

べき 事由によ り 、①利用者等の生命・ 身体・ 財産に重大な損害が生じ た場

合、 ②施設運営に関連し て法令・ 協定等に関する 違反があっ た場合、③そ

の他公の施設の設置者と し ての都の信頼を 損ねた場合には、 その後改善

さ れた場合であっ ても 、 一次評価は「 Ｃ 」 と する 。  

なお、上記の各号に該当する か否かの判断に当たっ ては、事案の悪質性、

社会的影響や施設の管理運営と の関連性など を 設置条例の規定等に照ら

し 、ま た、総務局総務部グループ経営戦略課が別に定める 事故の報告手続

に基づく 対応状況等を 考慮の上、 総合的に判断する 。  

 

エ その他 

一次評価では、確認項目の評価のほか、以下の事項についての明確化や

分析等を行う 。  

・  指定管理者の特筆すべき 成果や、 一層の取組が望ま れる 点 

・  法令等に違反する 事項や指定管理者の責に帰すべき 事由によ り 事故

が発生し た場合等には、 その背景及び講じ た措置の内容等 

・  指定管理者の財務状況 

・  指定管理者を 特命選定し た施設については、 特命要件継続の有無 

特命要件と し た内容及び施設の位置付けなど を再検証する と と も  

に、 事業計画等に示さ れた事業の評価対象期間中の達成度合いや効 

果等を 検証する 。  

 

（ ２ ） 二次評価 

ア 評価委員会の設置 

指定管理者の管理運営状況を 外部の視点を 活用し て客観的・ 専門的に

評価する ため、 所管局は評価委員会を 設置し 二次評価を 行う 。審議は、 原

則と し て公開する も のと し 、非公開と する と き は、その根拠を明ら かにす

る 。  

指定管理者を 特命選定し た施設については、 一次評価で分析し た特命

要件継続の状況について、 評価委員会において報告する 。  

ま た、所管局は、 評価委員会の的確な評価に資する ため、 一次評価にお

いて使用し た確認項目について、それぞれの設定理由、定量化が困難であ
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る と 所管局が判断し た項目についてはその理由、 評価水準についてはそ

の妥当性を 証する 根拠を、 それぞれ評価委員会において説明する 。  

 

イ  評価委員会の委員構成 

評価委員会は、評価の客観性に加え、透明性や公平性の確保等のため、

外部委員のみの構成と する 。  

委員の属性については、「 Ⅳ ２  （ １ ）」 に記載の選定委員会の委員と 同

様と する 。  

 

ウ  二次評価の内容 

評価委員会は、施設の設置目的、所管局の示し た管理運営において求め

る 水準、指定管理者が果たすべき 役割など を踏ま えた上で、各種資料を 基

に一次評価の内容について検証し 、管理運営状況、事業効果その他につい

て客観的・ 専門的な評価を 行う 。  

さ ら に、評価委員会は、公の施設の設置目的を 最大限発揮さ せていく と

いう 観点から 、都民のニーズを踏ま え、所管局に対し て指定管理者のサー

ビ ス 水準の向上、 効率的な運営の推進等に関する 助言を 行う こ と ができ

る も のと する 。  

二次評価は、 以下の４ 段階で決定する 。  

 

評価 内容 

Ｓ  管理運営が優良であり 、特筆すべき 実績・ 成果が認めら れた施設 

Ａ  
管理運営が良好であり 、管理運営に係る 様々な点で優れた取組が

認めら れた施設 

Ｂ  管理運営が良好であっ た施設 

Ｃ  管理運営に良好ではない点が認めら れた施設 

   

「 Ｓ 」 評価は、特に優れた取組を 行い、 成果を 挙げている 指定管理者を

評価する ために用いる こ と と する 。 よ っ て、「 Ｓ 」 と 位置付ける 場合は、

指定管理者の取組や成果が真に当該評価に該当する も のである か、 十分

に検証する こ と と する 。  

 

（ ３ ） 総合評価 

所管局は、一次評価結果及び二次評価結果に基づき 、総合評価を 決定する 。

総合評価者は局長と する 。  
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４  評価の特例 

（ １ ） 不可抗力によ り 目標達成が困難な場合の評価 

   都民・ 利用者の安全確保の観点から 、施設の全部又は一部につき 利用を 休

止し 、又は制限し たこ と によ り 、年度計画に従っ た事業の実施や管理運営に

おいて求める 水準を 達成する ための取組を 実施でき なく なっ た場合等にお

いては、実施し た業務の内容に応じ た適切な評価と する ため、施設の状況を

踏ま えて評価方法を 見直すこ と と し 、 その見直し 内容を 評価委員会に説明

の上、 評価結果と と も に公表する 。  

 

（ ２ ） 評価対象から の除外 

   施設の大規模改修工事や開業のための準備等によ り 、 ま た、 上記（ １ ） の

状況によ って、１ 年を通じ て通常の施設運営を行わなかった場合は、原則と

し て評価を実施し ないも のと する 。  

 

５  評価結果の活用 

所管局は、総合評価の結果を指定管理者に通知する と と も に、評価結果を 踏

ま えた次年度以降の施設の管理運営の在り 方について、 指定管理者から 提案

を 受ける 等、協議・ 意見交換を 行う 場を設置する こ と を通じ 、指定管理者が評

価結果を サービ ス の向上や業務の効率化に積極的に活用し 、 施設の管理運営

の質の向上に取り 組むよ う 、 指導する 。  

なお、 通知さ れた評価結果に異議等がある 場合、指定管理者は、所管局が指

定する 期間内に再評価を求める こ と ができ る も のと する 。  

ま た、 所管局は、 改善が必要な場合又は改善が望ま れる 場合には、 指定管理

者に対し 、改善策の策定と 速やかな実施を 指示する 。 所管局は、 指定管理者か

ら 取組内容の報告を 受けたと き は、その内容を 確認の上公表し 、その結果を 次

年度の評価委員会に報告する 。  

 

６  評価結果の公表 

評価の結果については、施設名や評価内容、評価委員会委員の氏名等を 公表

する 。  

 

 


